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１．業務概要

（1）業務名 真庭市拠点形成計画（立地適正化計画）【仮称】策定支援業務

（2）事務局 真庭市建設部まちづくり推進課

郵便番号 719-3292

住所 岡山県真庭市久世 2927-2

電話 0867-42-7781

FAX 0867-42-1988

（3）業務内容 真庭市拠点形成計画（立地適正化計画）【仮称】の策定支援業務

（4）履行期間 契約締結日から令和９年３月２5日まで

（5）予定価格 総 額（上限額） 18,403,000 円（消費税及び地方消費税含む）

令和７年度（上限額） 7,414,000 円（消費税及び地方消費税含む）

令和８年度（上限額） 10,989,000 円（消費税及び地方消費税含む）

２．プロポーザル方式採用理由

真庭市拠点形成計画（立地適正化計画）【仮称】は、真庭市まちづくり計画（都市計画マ

スタープラン）及びこれまでの施策や事業を踏まえつつ、都市再生特別措置法に基づく立地

適正化計画の策定に加えて、都市計画区域外における生活拠点形成を包含した計画を策定

するため、令和７年度に、基礎資料の収集・整理、課題の抽出を行い、庁内会議等の連絡調

整検討を行いながら基本的な方針を立案し、令和８年度にかけて居住誘導区域、都市機能誘

導区域及び都市計画区域外の生活拠点エリアの設定、誘導施策、防災指針、定量的な目標値

等に関する事項の素案づくりが必要である。

このため、本業務の実施にあたっては、事業者の高度な創造性、技術力又は専門的な技術

若しくは経験と実績が必要であり、業務に係る提案内容の優れた者を選定する公募型プロ

ポーザル方式を採用する。

３．実施形式

公募型プロポーザル方式とし、書類審査及びヒアリング選定方式とする。

４．参加資格

プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に掲げる事項を満たす者

とする。

（1）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規定に該当しない者で

あること。
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（2）参加表明書の提出時点において、真庭市建設工事等入札参加資格者に係る指名停止措

置規程による指名停止を受けていないこと。

（3）真庭市に土木関係建設コンサルタント業務（都市計画及び地方計画）で、真庭市入札

参加資格者名簿に登録済みであること。

（4）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。以下「法」

という。)第 2条第 2号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）のほか、次のいず

れにも該当しない者であること。

ア 法第2条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴

力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団の利用等をしている者

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて入札に参加しようとする者

（5）土木関係建設コンサルタント業務を専業とする者であること。

（6）会社更生法、民事再生法に基づく更正、再生手続き開始の申立がなされていない者で

あること。

（7）参加表明書の提出は、参加を表明する事務所で 1提案とする。

（8）参加表明書を提出できる者は、本業務に関する専門分野（管理技術者及び担当技術者

を除く）について、協力者（協力事務所）を加えることができる。この場合において、

この協力者（協力事務所）となった者及びその者の所属する事務所は、本プロポーザル

における上記の参加資格を有しない。

（9）管理技術者は、参加を表明する事務所と直接かつ 3箇月以上の恒常的な雇用関係にあ

ること。

（10）管理技術者は、国又は地方公共団体発注の立地適正化計画策定に関する業務又は類

似する業務の実績があること。（本業務と類似する業務は、総合計画等策定業務、都市

計画に関連した計画策定業務とする。）

（11）管理技術者は、本業務を遂行するうえで技術上の管理を行うに必要な能力と経験を

有する技術者で、以下のいずれかの資格を有し、資格を取得後５年以上の実務経験があ

ること。
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ア 技術士法（昭和５８年法律第２５号）に基づく技術士（建設部門）

イ RCCM（都市計画及び地方計画）

５．審査概要

（1）審査委員会の設置 「真庭市拠点形成計画（立地適正化計画）【仮称】策定支援業務プ

ロポーザル審査委員会」を設置する。

（2）委員構成 （７名）

・総合政策部長

・危機管理監

・総務部長

・生活環境部長

・健康福祉部長

・産業観光部長

・建設部長（まちづくり推進監）

６．日程

(1) 公告 令和７年５月７日（水）真庭市ホームページ掲載

(2) 質問受付締切 令和７年 5月２０日（火）正午まで

(3) 質問回答 令和７年５月２３日（金）予定

(4) 参加表明書及び技術資料提出締切 令和７年５月２８日（水）１７時００分まで

(5) 第１次審査（書類審査） 令和７年５月２９日（木）予定

(6) 第１次審査審査結果通知 令和７年５月３０日（金）予定

(7) 技術提案書等提出締切 令和７年６月１１日（水）１７時００分まで

(8) 第２次審査（技術提案書審査・ヒアリング） 令和７年６月１７日（火）予定

(9) 審査結果通知 第２次審査後、速やかに通知する。

(10) 審査結果の公表 第２次審査後、速やかに真庭市ホームページにて公表する。

(11) 契約締結 最優秀提案者と協議のうえ締結する。


